
　１．はじめに

　道路ネットワーク整備は、直接的（あるいは短期
的）には移動費用の短縮を生み、その影響が間接的
（あるいは中長期的）効果として、企業の産業立地変
化による経済構成、住民の移住などによる人口構成
を変化させ、国土構造に影響するという意味で効果
が発現する。例えば短期的には、ある道路整備の結
果、世帯は行動範囲を広げ、通勤・通学などの日常
的活動だけでなく観光などの行動も変化するであろ
う。また企業は生産される商品の商圏を広げるだけ

でなく、投入要素を容易に確保できるようになる。
そしてその結果、世帯は居住地や就業地を変更し、
企業は立地を変更する。この後者、つまり中長期的
効果が道路整備と地域発展のメカニズムとして認識
されている。しかしこの道路整備による地域発展効
果は、どの地域でも満遍なく現れるわけではなく、
道路ネットワーク整備の結果、発展する地域がある
一方、衰退する地域があることは周知の事実である。
もちろん、この発展する地域・衰退する地域にどの
ような特徴があるのかは、道路ネットワーク整備計
画において重要な要素である。
　しかし、どのような地域がどのような地域のどの
ような産業あるいは社会構造にどの程度影響したか
に関しての定量的分析はきわめて少ない。
　そこで、道路ネットワーク整備の事後分析を行う
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ことで、社会経済への影響分析を行うべきであるが、
これまでこのような事後分析はマクロ経済指標によ
る分析が一般的で（例えば中里１） ）、全体的な道路
ネットワーク整備水準（総量）がGDP（あるいはGDP
成長率）にどの程度寄与したかを分析するに留まっ
ている。このようなアプローチでは、道路ネットワ
ーク整備が社会経済の空間的構造へどの程度影響し
ているかを分析することが不可能である。しかし、
わが国には多くの詳細地域での社会経済データ・交
通所要時間データが整備されており、これらをパネ
ルデータとして用いることで交通ネットワーク整備
が社会経済の空間的構造へ与える影響を分析するこ
とが可能となるであろう。
　本論文では過去の道路ネットワーク整備が社会経
済の空間的構造へ与えた影響を分析することを目的
とし、パネルデータを用い固定効果モデルを適用す
ることで、わが国の中国地方における実証分析結果
を紹介する。

　２．既存研究

　２−１　固定効果モデルを用いた既存研究
　パネルデータ分析の基本的な考え方は、R. A. 
Fisher２）の一連の研究における分散分析に見出すこ
とができる。分散分析は、ある外的ショックを与え
られたグループの行動を、ショックを与えられなか
ったグループと比較して、そのショックの影響や効
果の大きさを明らかにするために用いられる手法で
ある。こうした手法を実際の経済データに応用する
には、どうしても多数の経済主体について、外的シ
ョックを与えられた前と後における行動変化を検討
する必要があり、このような要件を満たすべく、パ
ネルデータの必要性が古くから指摘されていた。パ
ネルデータ分析に関する主要な文献として、
Maddala３） 、Matyas and Sevestre４）などを挙げるこ
とができる。
　しかしながら日本でのパネルデータ利用の歴史は
浅く、あまり実証分析が行われていない。その中で
わが国の都道府県パネルデータ分析に関する先行研
究では、固定効果モデル利用がされている。例えば
公共サービス分野（田村５） ）、医療分野（熊谷６） ）、情
報通信分野（島澤７） ）などの幅広い研究分野にわた
り、固定効果モデルが適用されている。固定効果モ
デルが支持されているのは、固定効果モデルは標本
内の個体間の差異が回帰関数のパラメータの違いと
みなせると考えられるためである。つまり、分析の

対象となる標本の個別効果を推定したい場合に適用
される。本研究においても、推定は中国地方の全市
町村の特性を考慮して、固定効果を伴うパネル分析
を採用した。しかしながら本研究のように、固定効
果モデルに傾きのダミー変数を加えた既存研究は筆
者の知る限りない。このモデルを用いることにより、
算出する指標の増加率に対して地域間で比較するこ
とが可能であり、本研究の場合、アクセシビリティ
１％増加に対する人口、製造品出荷額（従業者数１
人当たり）、農業産出額（農業就業人口１人当たり）
の増加率が地域別に算出することが可能となる。
　２−２　社会資本が経済活動に与える影響を分析

した既存研究
　近年、公共投資のあり方をめぐって活発な議論が
行われている。公共投資政策については、短期的な
需要面の効果に着目するだけでなく、中長期的な経
済の生産性や経済成長に与える影響について十分に
検討を行うことが重要であろう。社会資本の生産性
については、Aschauer８）の研究を契機として数多
くの研究が行われ、日本についても浅子・坂本９）、
浅子他１０） 、吉野・中野１１） 、岩本他１２）などすでに多
くの研究の蓄積がある。これらの研究はマクロに時
系列データあるいは地域別の横断面データを利用し
て、社会資本を生産要素として含む生産関数を推定
することにより、社会資本が生産活動に有意に寄与
をしているかどうか（社会資本の限界生産性が有意
にプラスであるかどうか）を検証するものであるが、
社会資本が経済の供給面に与える影響については、
このような分析と併せて社会資本が経済成長に与え
る影響を直接検証するという方法が考えられる。こ
の流れに沿った研究としては、Canning, Fay and 
Perotti１３） 、福 田・神 谷・外 谷１４） 、Easterly and 
Levine１５） 、森川１６） 、中里１７）などがあるが、日本を
対象とした分析はまだ十分に行われていないようで
ある。
　またBarro１８）により、地域経済の成長率の場合に
は地域間技術伝播が経済成長率に影響を及ぼすため、
アクセシビリティを用いて定常成長率の違いを説明
する試みが現れたのを契機として、アクセシビリテ
ィの向上が経済活動に及ぼす影響について研究が行
われ、近年、社会資本整備によるアクセシビリティ
の向上が経済活動に及ぼす影響は限界的に低下して
いるという指摘が中里１）等多数の既存研究で検証さ
れている。
　以上、これまでの研究ではマクロ集計量としての
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アクセシビリティがマクロ集計的な経済成長に及ぼ
す影響を分析しているが、それが空間的広がりの中
で均一的に起こっているとは考えにくい。
　そこで本研究ではこれらの点に着目し、中国地方
の全市町村の社会経済データ・交通所要時間データ
を用いて、道路整備によるアクセシビリティの向上
がどのような地域のどのような産業あるいは社会構
造にどの程度影響したかを明らかにすることを目的
としている。

　３．分析モデル

　３−１　標準的固定効果モデル（北村１９） ）
　前章で述べたように、わが国の都道府県のパネル
分析に関する多くの先行研究によれば、各都道府県
の特性を考慮して固定効果モデルの選択が実証的に
支持されている。ここでは固定効果モデルについて
説明する。基本的な考え方は次のようにまとめるこ
とができる。まず通常の単回帰モデルに固定効果を
導入した式を以下のように定義する。

　　 yit =μi + β xit +ν it　……⑴

ただし、
 yit：被説明変数
 μi：固定効果
uit〜iid（0,σ 2）, xit：説明変数
 ν it：攪乱項
 β：パラメータ
i, t：主体および時間を表すサフィックス

　次に⑴式の個々の主体 i に関して時間平均をとる。

　　 
 ……⑵

　さらに時間とともに変化しない固定効果を⑴式か
ら⑵式を引くことで消去すると次のようになる。

　　 
……⑶

　ここで⑶式を最小２乗推定すれば、最良不偏推定
量 を得ることができる。さらにそれを⑴式に代入
して固定効果 を得る。

　　 
……⑷

　この一連の推計方法を最小２乗ダミー変数推定
（least square dummy variables：LSDV）と呼ぶ。以
上のプロセスで主体固有の効果の推定が可能となる。
　３−２　本研究で用いたモデル

yi = μi + β xi +νi

yit － yi =β（xit－xi）+（νit－νi）

β～

μi

～

μi=yi－βxi

～ ～

　中国地方の各市町村の人口（全人口、０〜14歳、
15〜64歳、65歳以上）、製造品出荷額（従業者数１
人当たり）、農業産出額（農業就業人口１人当たり）、
従業者数（製造業、サービス業、卸売・小売業、建
設業）の増加率の推定作業にあたり、本研究では以
下のような傾きに主体別ダミー変数を考慮した固定
効果モデルを採用している。また時系列要因を排除
することを目的として、マクロ変数を考慮している。

　　　　　　　　　　　　　　　　……⑸
　　 
ただし、
y：人口
x：アクセシビリティ
 α , f, d,γ：パラメータ
F, D：ダミー変数
M：マクロ変数

　本研究では推定式を⑸式のように定義することに
より、アクセシビリティ１％増加に対する人口（全
人口、０〜14歳、15〜64歳、65歳以上）、製造品出
荷額（従業者数１人当たり）、農業産出額（農業就
業人口１人当たり）従業者数（製造業、サービス業、
卸売・小売業、建設業）の増加率を算出した。つま
り i 地域のアクセシビリティ１％向上に伴う各種指
標の変化率は f0 + fi で表現される。なお人口（全人口、
０〜14歳、15〜64歳、65歳以上）、製造品出荷額
（従業者数１人当たり）の増加率においては、中国地
方の全市町村1971年から2006年の間の過去７年間の
パネルデータを用いて算出した。農業産出額（農業
就業人口１人当たり）の増加率においては、中国地
方の全市町村の1971年から2004年の間の過去５年間
のパネルデータを用いて算出した。従業者数（製造
業、サービス業、卸売・小売業、建設業）の増加率に
おいては、中国地方の全市町村の1981年から2006
年の間の過去５年間のパネルデータを用いて算出し
た。
　３−３　アクセシビリティ関数（例えば宮城２０） ）
　本研究では交通整備水準をアクセシビリティで表
現するとして以下のように定義する。アクセシビリ
ティとは、ある交通結節点での交通利便性を表す指
標であり、ここでは到達地点の人口規模（あるいは
経済規模）と連続時間で表現された交通抵抗を用い
た関数としている。
　また⑸式の説明変数であるアクセシビリティを算

ln yit=α+（ f0+f1F1+Λ fp Fp）ln xit

　　　　+d1D1+Λ dp Dp+γMt
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出する際に採用したアクセシビリティ関数を以下に
示す。

　　 
……⑹

ただし、
Acci：アクセシビリティ
tij：所要時間
wj：人口または製造品出荷額

　４．実証分析

　４−１　地域区分
　本研究の分析対象となる地域はTable 1に示す中
国地方の全市町村とした。
　４−２　使用するデータ
　本研究では推定式を⑸式のように定義することに
より、アクセシビリティ１％増加に対する人口（全
人口、０〜14歳、15〜64歳、65歳以上）、製造品出

Acci=Σexp（－tij）wjj

荷額（従業者数１人当たり）、農業産出額（農業就
業人口１人当たり）、従業者数（製造業、サービス
業、卸売・小売業、建設業）の増加率を算出した。
その際、使用したデータをTable 2に示す。
　本研究で用いた農業就業人口のデータについて、
本来、1971年、1981年、1991年、2001年、2004年の
中国地方の全市町村の農業就業人口のデータが必要
であるが、そのような年度の統計資料が存在しない。
そこで1971年、1981年の各市町村の農業就業人口の
データについては、1975年、1985年の各市町村の農
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Fig. 1　1971年〜2006年のアクセシビリティ
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Table 1　地域区分

対象地域範囲（市町村）地域区分

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、智
頭町、八頭町、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、日
吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江
府町

鳥取県

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江
津市、雲南市、東出雲町、奥出雲町、飯南町、斐川町、
川本町、美郷町、邑南町、津和野町、吉賀町

島根県

岡山市、倉敷市、津山市、玉野市、笠岡市、井原市、総
社市、高梁市、新見市、備前市、瀬戸内市、赤磐市、真
庭市、美作市、浅口市

岡山県

広島市、呉市、竹原市、三原市、尾道市、福山市、府中
市、三次市、庄原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安
芸高田市、江田島市

広島県

下関市、宇部市、山口市、萩市、防府市、下松市、岩国
市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野
田市

山口県

Table 2　本研究で使用したデータ

年次使用データ

S４６, ５６, 
H３, １３, １４, １６, １８

国勢調査、住民基本台帳、
地域経済総覧人口

S４６, ５６, 
H３, １３, １４, １６, １８経済産業省工業統計調査製造品

出荷額

S４６, ５６,
 H３, １３, １４, １６, １８経済産業省工業統計調査従業者数

S４６, ５６, H３, １３, １６農林水産省ホームページ
【生産農業所得統計】

農業
産出額

S５０, ６０, H３, １３, １６農林業センサス、
世界農林業センサス

農業
就業人口

S４６, ５６,
 H３, １３, １４, １６, １８

国土交通省が開発した
NITAS（総合交通分析システム）
Ver.１.６を用いた試算

交通
所要時間

S４６, ５６, 
H３, １３, １４, １６, １８

日本銀行ホームページ
【国内企業物価指数】

国内企業
物価指数

S４６, ５６,
 H３, １３, １４, １６, １８

総務省統計局ホームページ
【国内総生産】GDP



業就業人口のデータを使用して線形回帰で推定した
値を、1991年の各市町村の農業就業人口のデータに
ついては1985年、1995年の各市町村の農業就業人口
のデータを使用して線形回帰で推定した値を使用し
た。また、2001年の各市町村の農業就業人口のデー
タについては2000年の各市町村の農業就業人口のデ
ータ、2004年の各市町村の農業就業人口データにつ
いては2005年の各市町村の農業就業人口のデータを
使用している。
　４−３　アクセシビリティの変化
　⑹式を用いて算出した中国地方の全市町村の製造
品出荷額基準のアクセシビリティの値を地図上に示
すと、Fig.1のようになる。
　各年のアクセシビリティを算出した結果、1971年
から2006年にかけてアクセシビリティが全体的に上
昇していることがわかる。特に1971年から1991年に
かけて道路整備が積極的に行われたために、アクセ
シビリティの変化が大きいことがわかる。また、鳥
取県、島根県などの日本海側よりも、岡山県、広島
県、山口県の瀬戸内側の方がアクセシビリティの値
は常に高い値を示していることがわかる。
　４−４　分析結果
　本研究で採用したモデルでは、目的変数と説明変
数の組み合わせにより12通りのケースで分析が可能
である。以下では、Table 3に示すCASE 1から
CASE 10の分析結果を比較しながら考察を加えてい
くこととする。なお表中の（　）内はそれぞれのモ
デルでの相関係数を示している。また時系列要因を

排除することを目的としたマクロ変数はそれぞれ表
に示すとおりである。
　分析結果はそれぞれの指標が道路整備に対してプ
ラスの相関あり、マイナスの相関あり、相関なしの
３種類に分類される。そこでプラスの相関をグレー、
マイナスの相関を斜線、相関なし（有意水準10％を
満たさない）を黒として、相関ありはその色が濃い
ほど強い相関関係を示している（Fig.2〜11）。
１）地域総人口への影響（CASE 1）
　まず、道路整備が人口へ与える影響を分析する。
　CASE 1のアクセシビリティ１％増加に対する地
域総人口の増加率の算出結果に対して考察を行う。
　Fig.2はCASE 1のアクセシビリティ１％増加に対
する地域総人口の増加率を地図上で示している。鳥
取市、松江市などの県庁所在地およびその近隣地域
においては、アクセシビリティ１％増加に対する地
域総人口の増加率は正の値を示しており、これらの
地域は道路整備によるアクセシビリティの向上で人
口が増加した地域であると言える。一方でその周辺
の地域である都市部から離れた市町村においては、
アクセシビリティ１％増加に対する地域総人口の増
加率は負の値を示しており、これらの地域は道路整
備によるアクセシビリティの向上で人口が減少した
地域であると言える。地域総人口に関しては1971年
から2006年にかけて、経済的格差の大きい地域間
（大都市と地方）で道路が整備され交流が活発になる
と、経済規模の小さい地域が大きい地域の経済圏に
取り込まれ、人口が経済規模の大きい地域に吸い寄
せられるといういわゆる「ストロー効果」が起こっ
た可能性が示唆される。一方、中国地方における経
済中心都市、広島市、岡山市では、道路整備との相
関はない。これはすでに人口集積していた地域であ
り、周辺地域との交流が増加するメリットが逓減し
ている可能性がある。
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Table 3　ケースの分類

マクロ変数アクセシビリティ
（人口規模）

説明変数
目的変数

全国GDPCASE １（０.９９９１）総人口

対象地域０～１４歳
総人口CASE ２（０.９９１０）０～１４歳

対象地域１５～６４歳
総人口CASE ３（０.９９０６）１５～６４歳

対象地域６５歳以上
総人口CASE ４（０.９９０８）６５歳以上

全国GDPCASE ５（０.９４０９）製造品出荷額
従業者１人当たり

全国GDPCASE ６（０.７９００）農業産出額
農業就業人口１人当たり

対象地域製造業総
従業者数CASE ７（０.９９３７）製造業従業者数

対象地域サービス
業総従業者数CASE ８（０.９８４８）サービス業従業者数

対象地域卸売・小
売業総従業者数CASE ９（０.９９４２）卸売・小売業従業者数

対象地域建設業総
従業者数CASE １０（０.９８５７）建設業従業者数



２）年齢別人口への影響（CASE 2、3、4）
　次にCASE 2（０〜14歳）、CASE 3（15〜64歳）、
CASE4（65歳〜）のアクセシビリティ１％増加に対
する年齢別人口の増加率の産出結果に対しての考察
を行う。
　Fig.3、4、5はCASE 2、CASE 3、CASE 4の結果
を示している。CASE 1の結果と比較すると、鳥取
市、松江市、山口市など、アクセシビリティの増加
が地域総人口に正の相関を示していた地域でも、年
齢別人口への影響を見ると、その影響が高齢者世代
（65歳以上）の増加による影響であることがわかる。
一方、子ども・勤労者世代（０〜14歳、15〜64歳）は
アクセシビリティとの相関はない。これはこれらの
地域の人口増加要因が高齢者世代に依存している可
能性が示唆される。一方、その周辺地域では、
CASE 1と比較すると子ども・勤労世代で同様の、ア
クセシビリティ増加に対して負の相関が見られる。

一方で高齢者世代は正の相関が見られている。最後
に、広島市・岡山市などの都市圏では、CASE 1同様
に子ども・勤労世代での相関関係は見られないが、
高齢者世代に関しては正の相関関係がある。
３）製造業生産性への影響（CASE 5）
　次に、道路整備が生産性へ与える影響を分析する。
　CASE 5のアクセシビリティ１％増加に対する製
造品出荷額の増加率（従業者数１人当たり）の算出
結果に対して考察を行う。
　Fig.6はCASE 5のアクセシビリティ１％増加に対
する製造品出荷額の増加率（従業者数１人当たり）
を地図上で示している。鳥取市や防府市などの県庁
所在地やその付近にある市町村をはじめ多くの地域
において、アクセシビリティ１％増加に対する製造
品出荷額の増加率（従業者数１人当たり）は正の値
を示している。製造業に関しては、道路整備による
アクセシビリティの向上が生産に与える影響はプラ
スであるという結果が得られたことから、1971年か
ら2006年にかけて、道路整備は中国地方の各市町村
への経済成長への貢献があったと言える。一方、中
山間地域などで、相関関係がみられない地域も存在
する。つまりこの時代、中国地方の多くの地域では
アクセシビリティの向上と製造品出荷額には、正の
相関があると言える。
４）農業生産性への影響（CASE 6）
　CASE 6のアクセシビリティ１％増加に対する農
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業産出額の増加率（農業就業人口１人当たり）の算
出結果に対して考察を行う。
　Fig.7はCASE 6のアクセシビリティ１％増加に対
する農業産出額の増加率（農業就業人口１人当たり）
を地図上で示している。Fig.7からわかるように、
アクセシビリティ１％増加に対する農業産出額の増
加率（農業就業人口１人当たり）のt値は有意水準
10％で棄却するに満たない地域が多いことがわかる。
つまり、アクセシビリティの向上による農業生産性
との相関関係がないという結果が得られた。ただし、
このCASE 6のみ時系列データが少ないことには注
意が必要である。
５）製造業従業者数への影響（CASE 7）
　ここからは道路整備の経済規模への影響を分析す
る。そのため、経済規模の代理指標として各業種の
従業者数への影響を分析する。
　CASE 7のアクセシビリティ１％増加に対する製
造業従業者数の増加率の算出結果に対して考察を行
う。
　Fig.8はCASE 7のアクセシビリティ１％増加に対
する製造業従業者数の増加率を地図上で示している。
アクセシビリティ増加に対する製造業の従業者数の
増加率は鳥取市、松江市、岡山市、広島市、山口市
などの県庁所在地およびその周辺の比較的人口の多

い地域で正の値を示している。CASE 5と比較する
と道路整備はほぼすべての地域で生産性の増加をも
たらす一方、経済規模大きな都市およびその周辺以
外の地域では、企業の生産規模に負の相関があるこ
とがわかる。
６）サービス業従業者数への影響（CASE 8）
　CASE 8のアクセシビリティ１％増加に対するサ
ービス業従業者数の増加率の算出結果に対して考察
を行う。
　Fig.9はCASE 8のアクセシビリティ１％増加に対
するサービス業従業者数の増加率を地図上で示して
いる。アクセシビリティ１％増加に対するサービス
業の従業者数の増加率は鳥取市、松江市、岡山市、
広島市、山口市などの県庁所在地および米子市、東
広島市、福山市のような比較的人口が多く、経済規
模の大きい地域において正の値を示している。これ
らの地域ではアクセシビリティと従業者数には正の
相関があるといえる。また、その他の地域において
アクセシビリティ１％増加に対する従業者数の増加
率は負の値を示している。
７）卸売・小売業従業者数への影響（CASE 9）
　CASE 9のアクセシビリティ１％増加に対する卸
売・小売業従業者数の増加率の算出結果に対して考
察を行う。
　Fig.10はCASE 9のアクセシビリティ１％増加に
対する卸売・小売業従業者数の増加率を地図上で示
している。アクセシビリティ１％増加に対する卸売・
小売業の従業者数の増加率は鳥取市、出雲市、倉敷
市、福山市、東広島市、山口市といった比較的人口
が多く、経済規模の大きい地域において正の値を示
している。そのため、アクセシビリティと従業者数
には正の相関があると言える。一方、岡山市、広島
市といった人口50万人を超える大都市やその他の人
口が比較的少なく、経済規模の小さい地域において
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の従業者数の増加率は負の値を示している。これら
の地域ではアクセシビリティと従業者数には負の相
関があると言える。
８）建設業従業者数への影響（CASE 10）
　次に、CASE 10のアクセシビリティ１％増加に対
する建設業従業者数の増加率の算出結果に対して考
察を行う。
　Fig.11はCASE 10のアクセシビリティ１％増加に
対する建設業従業者数の増加率を地図上で示してい
る。アクセシビリティ１％増加に対する建設業の従
業者数の増加率は鳥取市、松江市、山口市、倉敷市、
福山市、東広島市といった比較的人口が多く経済規
模の大きい地域とその周辺の地域で正の値を示して
いる。これらの地域ではアクセシビリティと従業者
数には正の相関があると言える。一方その他の比較
的人口が少なく、経済規模の小さい地域では、アク
セシビリティ１％増加に対する従業者数の増加率が
負の値を示している。これらの地域ではアクセシビ
リティと人口に負の相関があると言える。また、岡
山市、広島市といった人口が50万人を超える大都市
では従業者数の増加率は０に近い値を示している。
これらの地域ではアクセシビリティの上昇が従業者
数に与える影響が少ないことがわかる。
　以上、CASE 8、CASE 9、CASE 10を比較すると、
サービス業、卸売・小売業、建設業と徐々に経済規
模小さい地域にまで、道路整備の効果が波及してい
る様子がうかがえる。このことから産業により企業
規模への影響範囲が大きく異なることがわかる。な
お、建設業従業者数は他の業種と違い、道路建設に
伴う整備効果が含まれているため、他の業種とは効
果の種類が違うことに注意が必要である。また、そ
の他、すべての業種での分析結果から、すべての業
種で負の相関のある地域が存在した。

　５．おわりに

　本研究では、中国地方における道路ネットワーク
整備が人口・社会構成にどのような影響を及ぼした
のかを把握することを目的に分析を進めた。
　まずアクセシビリティの計測結果から、中国地方
では時代とともに道路ネットワーク整備が進み、ア
クセシビリティが向上したこと、また瀬戸内側から
徐々に日本海側へと影響が大きくなってきているこ
とが把握できた。
　次に、アクセシビリティの値を用い、パネルデー
タ分析によりアクセシビリティと社会経済構造の因
果関係を分析した結果以下のことがわかった。
⑴人口分布に関しては、全人口で見るとアクセシビ
リティの向上により、都市部と地方で交流が活発
になり、地方の人口が都市部に吸い寄せられる現
象（ストロー効果）が起こった可能性が考えられ
る。

⑵製造品出荷額は、アクセシビリティの向上が多く
の地域においてプラスの値を示しているという結
果が得られたことから、道路整備と製造業の生産
性向上には正の相関があると言える。

⑶一方で、農業に関しては、アクセシビリティの向
上による農業生産性（農業就業人口１人当たり出
荷額）には、統計的に十分な相関がないという結
果が得られた。

⑷経済規模の代理変数である従業者数に関しては、
サービス業、卸売・小売業、建設業の順で、経済
規模の小さい地域まで影響が波及していることが
わかった。またどの産業の経済規模に対しても正
の相関をもたない地域が存在することもわかった。
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